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                  Abstract 

 

Concept about democracy in the Western modern times in the 17th century has 

formed by the limit of the long strife since ancient c ivilization. Today's people live in 

democracy society. However, democracy-like behavior is forgot.  That's because the 

mankind doesn't know the way which restrains use of desire and power enough yet.  

The ideal which is democracy by this paper, the plan which is sublimated to society 

which balance like public welfare was considered basically.  

 

要 旨  

 

 17 世紀西洋近代における民主主義の概念は、古代文明以来の長期な闘争の果てに生じた。

しかし現代の人々は、民主主義社会に生息しているにも関わらず、民主主義を避けている

かの行動をしている。それは、人類が欲望と権力の使用を抑制する術を未だ十分心得てい

ないからである。  

 本論文では、民主主義の理想を厚生的に均衡する社会へ昇華する方策の、基礎的検討を

行った。  
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内容梗概  

 

 西洋の 17 世紀近代に端を発する社会の民主主義制は、社会の在り方として確かに理想

を唱っており、世界の諸国では、それに基づく実定法として定着している。しかし、現実

の世界では絶え間ない紛争が生じ、かつ、各国内での社会不安は収まるところを知らない。  

 それは民主主義を、たんに成文法として掲げるにしても、社会の内実として、それを攪

乱する要因が後を絶たないことを表わしている。またそれは、社会の理想を表面的に掲げ

ることに限界があるのであり、各国における独特な文化事情との整合性をとる必要の自覚

を要するのだ、と考えられる。  

 そのように考える限り、資本主義経済のグローバリゼーションが世界的に展開すると同

時に、各国の民主主義の在り方も同調しなければならないかの風潮があるが、それらグロ

ーバリゼーションが各国の特異性を無視する限り、成功裏に終わることはないと考えられ

る。  

 すなわち、各国の文化的特性を相互に敬意を払いつつ共感する関係を築くことが、各国

内の社会事情と世界社会が同時に安定化する指向性を与えるキー概念であると考えられる。

ここに、筆者が提唱する「自然法源」の考え方が有効であろうと思われる。  

 また、先の民主主義思想は、西洋文明が絶えざる階級闘争の末にたどり着いた思想であ

り、その思想に社会的厚生化なる思想も法的に唱われており、それをそのままに実行され

ることは確かに理想的である。しかし、その思想を法的に定着するのみでは、史実にみて

も常に、その理想の内側から闘争の本性が顔をのぞかせるのであり、現実的に十全と言い

難い状況をきたしている。  

 それゆえ、本稿の表題を「厚生均衡社会」としたのは、形式的で民主的とする成文法に

掲げる『民主主義』の表現に替るものとして、各レベルの社会の内実
．．．．．

が厚生（社会のよさ）

的な均衡を目指す社会、とすることが表現上適正であると考えたからである。  

 そのような筆者の思考は必ずしも独自なものでなく、現代経済学を転換するかの思想を

提出しているアマルティア・セン氏のケイパビリーティー理論や、哲学では既存のリジッ

ドな観念主義的思潮から離れた解釈学的哲学や社会心理学がそれに向けた学問形成上にお

い応用性が高いであろう。  

 本稿では、それに向けた基礎概念の構築として、社会選択理論の意味論と、文明の進歩

観に対する文化の進化の意味を掘り下げようとする試みである。  

 

 

             １．社会的選択理論の意味論  

 

社会的選択理論は、個々人の行為目的と社会的均衡を、いかに叶えるかを理論化しよう

としたものであり、現在もその研究は進行中である。また、今日の社会選択理論の根源は

ゲーム理論にあり、それが経済学における合理的選択理論として発展し、政治学、社会学

にも適用されるようになった。  

それゆえ社会的選択理論は、当然ながら経済的・政治的選択理論と相互に通約性がある。
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ただし、社会的選択理論は、1998 年の A・センが新たな理論形成で「ノーベル経済学賞」

が与えられたことにより現在、それら研究の潮流に大きな変化が生じている。それらの経

緯を項目ごとにみてゆきたい。  

 

社会的選択理論  

 

ゲーム理論  紛争や対立における戦略的局面を数学的に解析しようとする試みは、すで

に 19 世紀以前から行われていた。そして、それらの考えを体系的に整理した人物として、

仏の数学者 E・ボレルの「ゼロ和２人ゲーム」が知られている。  

フォン・ノイマンは、それらの試みにさらなる理論的意味付けを与え、理論体系を構築

した。その結果、1928 年には『ゲーム理論』を、また 1937 年には『均斉成長経路の定式

化とブラウワーの定理の一般化』を発表した。これらの論文では、「対象モデルをコンパク

ト凸集合（その空間に含まれる任意の二点に対し、それら二点を結ぶ線分上の任意の点が

また、その空間に含まれることを言う。例えば中身のつまった立方体は凸である）として

扱い、それに対してブラウワーの不動点定理（n-次元ユークリッド空間における閉単位球

からそれ自身への連続関数は必ず不動点をもつこと）を適用する」という現在のゲーム理

論において主流ともいえる手法が用いられていた。  

そして、『ゲーム理論』でミニマックス定理（想定される最大の損害が最小になるように

決断を行う戦略）の証明がなされたことで、ゲーム理論の応用数学としての枠組みが明確

化されるようになった。しかし、これらの論文は、不動点定理を経済学の均衡問題に適用

すると言う点で斬新ではあったものの、数学的には目新しい要素はなく、理論の適用対象

となるモデルも限定されており、かつ用途も分かりにくいものであったため、大きく取り

上げられることはなかった。  

その後、ノイマンは、経済学者の O・モルゲンシュテルンと共に、ゲーム理論を経済学

の世界へ持ち込み、1944 年に『ゲーム理論と経済行動 (Theory of Games and Economic 

Behavior)』を共著で発表した。この論文は、経済的に紛争状態にある諸主体とその利害

関係、不完全情報、合理的決定、偶然などの因子の存在についての分析から始まるもので

あり、それら実際的な情勢は理論的に定式化可能なゲームにモデル化されている。この活

動は、当時の数学的慧眼を持つ若者達を引きつけ、ゲーム理論は学問の世界で次第に広が

った。  

20 世紀半ばのゲーム理論研究の中心地は、 1948 年に米空軍の研究機関として創設され

たランド研究所であった。ランド研究所では、ゲーム理論に力学系や集合論、離散数学、

組合せ最適化等の手法を取り入れる試みが行われ、これらによってゲーム理論は飛躍的な

発展を遂げた。（Wikipedea）  

その後、それらの手法が経済学のみならず政治学、社会学へと波及するに至った。した

がって、以下に示す用語は、経済・政治・社会の各学問に通底する用語である。なお、原

子力事業者と規制機関間における、原子力発電に関する継続的安全性をゲーム理論モデル

を用いて検討されていた事実がある。（  戒能一成「原子力発電所の稼働率・トラブル発生

率に関する日米比較分析」経済産業研究所  2009） . 
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競争均衡配分  交換経済とは、各個人がいくつかの財を初期に保有しているとし , それ

ぞれが財から得られる効用の最大化を求めて財の交換を行うことを言う。 各個人は与えら

れた財の価格のもとで予算制約を満たしながら自らの効用が最大になるように財を購入し , 

しかも , 各財の需要と供給が一致するような , 各財の価格と個人への財の配分の組み合わ

せを競争均衡という。特に , このような財の配分を競争均衡配分と呼び、 競争均衡配分は

市場ゲームの中心にあると考えられている。  

 

パレート効率、最適  一般的に、他の諸個人の満足を低下させることが許されないと言

う条件のもとで、すべての諸個人の満足が極大化されている財の配分状態を言い、厚生経

済において理論的に展開された。ただし、パレート最適は、一定の資源配分を前提とし、

その構造のもとで最適な配分状態にあるから、理論的に可能な資源配分構造だけ存在する

パレート最適な状態の間の比較をすることができない。  

すなわち、パレート最適な社会状態は、一般に一義的に定まらない。そこで、資源配分

構造を含めたあらゆる社会状態についての判断基準を与えるものとして、厚生経済学にお

ける A・バーグソン、P・サミュエルソンによる社会厚生関数や社会哲学における J・ロー

ズの正義の理論が提案されている。（新社会学事典、 1197．1993．有斐閣） . 

他方、パレート最適は次のように定義される。所与の制約下で、すべての個人の効用

（utility）を少なくとも同程度に保ったままで、少なくとも 1 人の個人の効用をより改善

する実行可能な配分がないとしたら、ある資源配分は最適である。換言すれば、他のいか

なる個人の状態をも悪化させることなく、ある個人の状態を改善することは不可能である

状態をさす。  

その条件として、「外部性などの市場欠落要因の存在しない完全競争下での競争均衡は、

パレート最適であることが証明されている」（岩波現代経済学事典、 638．2004）  

 

仮説的補償原理  新厚生経済学を打ち立てたカルドアやヒックスの補償原理では、現実

はパレート改善をもたらさない変化でも、利を得る人から損を被る人へ仮に補償がなされ

ればパレート改善をもたらす変化により、潜在的パレート改善を生むとして、そのような

変化はパレート基準を満たすという。しかし、パレート最適な状態からのいかなる変化も

パレート基準を満たさない。これは、効用の可測性も効用の個人間比較可能性も限定しな

い最適性の概念であるという意味で、合意を得やすい概念である。（岩波現代経済学事典 

628．2004）  

 

社会的厚生関数  1930 年代に、バーグソンとサミュエルソンにより仮説的補償原理と異

なるアプローチが提唱された。それは「社会を構成する個々人が選好（ preference）」にも

とづく政策決定に際して、ある一定の社会的価値判断を社会的厚生関数として評価する手

法である。  

すなわち、様々な選好を有するさまざまな社会状態を想定して、ある一定の社会的価値

判断を示す概念で、社会的選好順序を実数値で表現するものである。ここで、注意しなけ

ればならないのは、基数的、すなわち、数値表現可能なものと序数的な数値表現不可能な
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「選好」を併せて評価しようとするものである。ただし、他の評価法と同様、評価の対象
．．．．．

は個人の効用
．．．．．．

である。  

  

効率と公正  パレート最適は最適な資源配分の必要条件であるが十分条件ではない。競

争的市場機構をとおして達成されるパレート最適な点は無数にある。したがって、いずれ

の点が「所得分配の公正」の観点から最も望ましいのかを一義的に決めることはできない。

いずれの点が社会的厚生関数（社会的満足）を最大にするかは、社会成員の価値判断によ

って決まる。  

 

パレート最適に対する批判  パレート最適は最適な資源配分の必定条件ではない。注意

すべきことは、このパレート最適の概念は、資源配分の「効率性」にのみ関わる概念であ

り、資源配分の「衡平性」にはまったく言及していないということである。  

たとえば、経済内に存在するほとんどすべての財を所有している富裕者と、ほとんど財

を所有していない貧困者がいるとき、もし富裕者の厚生水準を下げることなく、貧困者の

厚生水準を上げることができないならば、その状態はパレート最適な状態である。「最適」

という言葉は、資源配分が上記の意味で「効率的」に行われたことのみを意味しており、

逆にいえばそれ以上のことを意味しているわけではないということに注意を要する。  

  A・センは、パレート原理（パレート最適の状態を社会的に選択するという原理）と自

由主義とが矛盾することを証明した。二人以上の個人が、三つ以上の社会状態に関わり、

それぞれ選好順序を自由に形成し、彼らの選好順序を集計して、どの社会状態を選ぶかに

ついての社会的決定を下すとする。センが証明したことは、このとき、パレート原理と最
．．．．．．．．．

小限の自由（誰もが個人的なことについては自己決定することができるということ）の保
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

証とを同時に満足するような社会的決定は不可能
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

であると言う。センの証明は、パレート

最適が望ましい社会状態を決める絶対の規準ではない可能性を示唆するものだと見なすこ

とができる。  

すなわち、パレート最適概念は、個人の序数的な選好と技術的な生産可能性を経済分析

の究極のデータとし、個人の選好の強度、個人間比較可能性、さらには異なる投入物・産

出物の通約性などをまったく考慮していないからである。これらを考慮する限り、公正性

はもとより効率性の観点からも、厚生社会の条件として、パレート最適概念では不十分と

みなされる。  

すなわちパレート効率とは、個人最適を追求すると全体最適とならず、ジレンマに陥る

ことを言う。ゆえに、世界的に格差が拡大しようとしている現代社会はパレート効率的で

あると言うことができる。  

 

厚生経済学の基本定理  これは、以下のパレート効率性と競争均衡配分の関係について

述べた 2 つの定理のことで、1950 年代に K・アローと J・ドブルーが厳密な数学的証明を

与えた。  

 

厚生経済学の第一基本定理； 消費者の選好が局所非飽和性を満たせば、競争均衡によっ

て達成される配分はパレート効率的であるという。局所非飽和性とは、どんなにわずかに
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でも消費量の増減が許されるならば、より好ましい消費量を実現できるという仮定である。 

 

厚生経済学の第二基本定理； 局所非飽和性に加え選好の凸性などのしかるべき追加的条

件の下での、任意のパレート効率的配分は、適当な所得分配を行うことによって競争均衡

配分として実現可能である。  

私的所有制完全競争経済において、需給法則に基づく価格メカニズムを通じてパレート

効率性を有する望ましい資源配分が実現できることを示しているというのが、厚生経済学

の第一基本定理に対する有力な見方である。この定理はアダム・スミスの「（神の）見えざ

る手（すなわち、市場において各個人の利己的な行動の集積が社会全体の利益をもたらす

という調整機能）」を資源配分の文脈で理論的に再構成しているという見方がある。  

このような見方に基づいて、パレート効率性を達成するためには、特に政府は経済に介

入すべきではないという結論が引き出される事が多い。但し、このような政策を正当化す

るには、競争均衡が実体経済で実現するという想定が適当か否かを考える必要がある。例

えば、完全競争の想定は適当であるか、私有制が確立しているのか（所有権の明確性）、な

んらかの要因で市場は欠けていないか、経済に競争均衡が存在する為の条件がみたされて

いるのか（規模に関する収穫非逓増、選好の凸性など）などについて検討する必要がある。

また、外部性や公共財のある経済は、古典的な私的所有制経済には含まれないため、この

定理の大前提は成り立たず、競争均衡は一般にパレート効率性を達成しない（このような

状態を市場の失敗という）ことにも注意を要する。  

それゆえ、現代資本主義経済では、常に「市場の失敗」に陥りやすい状況にある
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

と言え

る。  

 

アローの不可能性定理； k・アローの不可能性定理はゲーデルの不完全性定理やハイゼ

ンベルクの不確定性原理と並び、社会科学者の間ではある種の畏怖を持って知られている。

ただし、それがすぐに民主制度の不可能性を示すものではない。  

アローの不可能性定理の四条件とは、選択肢が三つ以上あるときに、意思決定方法とし

て、  多数決に困難がある事を論理的に示した定理である。  

 適切な意思決定方法には、以下のような四条件が必要だとアローは考えた。  

(1) パレート原理選択肢 a と b があるとして、全員が a≽b ならば、社会的にも a≽b となる

ことを言う。  

(2) 広範性；どのような社会的選好順序も、完備性・推移性を満たす。例えば、a≽b、b≽c

が与えられれば、a≽c となる推移性を満たす必要がある。  

(3) 情報的効率性（ IIA）；二つの選択肢の比較だけで、社会的意思決定が可能になる。  

(4) 非独裁制的な個人の選択が、必ず社会的選択にならない。  

しかし、以上の四条件を満たす意思決定方法のない事をアローが証明してしまったので、

その意味で適切な意思決定制度は存在しえない事が明らかになっている。そして、この四

条件が絶対必要なのか否かは、いまだ議論がされている。  

 

アローの不可能性定理に対する A・センの評価  アローは「利害が必ずしも調和せず、

能力においてもまちまちな一群の個人を考えた場合、彼らがひとつの社会を形成し、個々
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別々に到達達成できないほどの福祉を社会的分業によって実現しうるとすれば、それはひ

とつの奇跡と言うに値する。  

このような奇跡を、暴力的抑圧やカリスマ的権力に基づくのでなく、人々の理性的合意

によって実現するためには、合意の形成機構はどのような性質をもつべきか。これが社会

的選択と呼ばれる分野の基本的な問題である」と言う。  

アローは、合意の形成機構に対し民主主義の必要条件を形式化した一群の要求を課せば、

それを全部満足する機構は論理的に存在しえないことを論証した。これがアローの不可能

性定理と呼ばれる重要な命題である。  

その基本的な骨格について、アローの定理は、合意の形成機構に対して、①「社会的合

理性」の要求と②「独立性」の要求を課すなら、その的確な機構は、非常に病理的なもの

に限定されることになる。  

すなわち、①の要求は、社会的選択関数が常にそれを合理的であるとするランキングを

もつということを意味しているし、また、②の要求は、内容的に合意機構の「情報的効率

性」の要求を意味する。すなわち、個々人の利害を反映する選好を考慮に入れて社会的選

択を行うに際しては、個々人の選好に関し、ある意味で「必要最小限」な情報を収集する

だけで、この機構が決定するに足りるという要求である。ただし、なにをもって必要最小

限と言うかが問題になる。  

しかし、この機構が民主的なものであるためには、当面の選択対象となる社会状態に対

し人々が表明するところの、選好に関する情報だけは少なくとも集めなくてはならない。

もし、これだけの情報を収集せずに社会的決定を行おうとすれば、その機構が人々の利害

関心を考慮に入れているとは到底言えないことになる。  

アローが示した、上記 2 つの社会的合意の決定機構を妨げる要因は、全員一致して表明

する選好を無視して社会的決定を行なったり、あるいは、アローが「独裁者」と呼ぶ個人

に社会的決定の全権を委ねるたりすることである。そのような妨害要因は常に、一般的に

民主的決定を妨害するのであり、もし、適格・明確な機構が存在するとすれば、それは「非

常に病理的なものに限定される」と言うのである。  

その表現は極めてアイロニーに満ちていると言えるが、ごく常識的に表現すれば「社会

合意の形成機構は、現実に民主的選択を行うことが出来ない」という、悲観的な結論にな

り、その心理学的原因として、集団心理の一つとしての「集団極性化」による権力の発生

があり、その発生した権力を社会的に非合理的に行使しようとする「力の存在」にあると

言えよう。（上草「民主主義の解釈哲学」総合知学会定例会資料、 2015.12.19）  

 

A・センの厚生経済学   A・センのミクロ経済学の視点から貧困のメカニズムを説明した

研究は、経済学に限らず社会科学全体に衝撃を与えたと言われる。特に途上国の購買力と

飢餓の関係を説明した論文は、尊敬と畏怖をもって経済学者達に迎えられた。なぜならば

彼以前は、（格差による）貧困とは単純に生産性から生じる問題だけだと考えられていたの

が、それが市場競争における市場の失敗によってもたらされた事を簡潔かつ明瞭に説明し

たからである。またセンは経済学の中でも高度な数学と論理学を使う厚生経済学や社会選

択理論における牽引者でもある。適応選好や潜在能力アプローチ（ capability approach）、

そして「人間の安全保障」などの概念は現在日本でも高校の公民の授業で教えられること
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がある。  

 

潜在能力アプローチ（ capability）； これは A・センによる主要業績である。 センの出

身であるインドの国状が彼の思想の背景にあるように思われ、本稿の主題と深い関わりを

もつ。（「福祉の経済学─財と潜在能力」1988．岩波書店）。  

このアプローチは、福祉を、ひとが享受する財貨（すなわち富裕）とも、快楽ないし欲

望充足（すなわち効用）と区別された意味において、ひとの存在のよさの指標と考えよう

とする試み、ひとが実際に達成しうる価値ある活動や生活状況に即してひとの生き方の質

を判定しようとする。  

すなわち、評価するのは福祉の判断の不可欠な一部であるが、潜在能力アプローチは、

この問題に明示的に焦点を合わせたものであり、そのうえでセンは、福祉の判断に際する
．．．．．．．．．

評価の適切な対象は、ひとが実現することができる存在や行為である
．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．．

ことを主張している。

ここで言う評価は、内省的な活動
．．．．．．．．．．

である。  

それが提唱する福祉へのアプローチは、われわれの無批判的な（なんらかの形式の効用

に反映される）感情や、われわれの（実質所得に反映される）富裕の市場評価よりも、わ

れわれの思想や内省に優先度を与えるのである。福祉の主観的指標として効用がもつ限界

は、明瞭に区別されるべき二つの異なる理由から生じるものだということも、ここで指摘

される。  

それは第一に、幸福であるとか欲望をもつということは主観的特性であって、われわれの

客観的な有様（たとえば、どれほど長生きできるか、病気にかかっているか、コミュニテ

ィーの生活にどの程度参加できるか）を無視したり、それとかけ離れたりすることが十分

にありうること。  

第二の限界は、主観的概念として、効用は主観的評価ではなく感情にかかわる概念だとい

う事実から生じる。  

「潜在能力アプローチ」は機能の客観的特徴に注目し、しかもこれらの機能を、感情に

ではなく評価に基づいて判断する。ひとびとの評価が、究極的にはかれら自身によってな

され、その意味において主観性の残滓をもつとしても、その要素はなお評価と内省に基づ

いている。この点は、特に強調されるべきである。なぜならば、効用に基礎をおく判断を

擁護するひとびとは、効用の基礎を離れることは必然的にパターナリズム（強い立場にあ

る者が、弱い立場にある者の利益になるようにと、本人の意志に反して、その行動に介入・

干渉すること；例として、これは表向き現在のアベノミクスに通じる）となり、ひと自ら

の判断の否定を意味せざるをえないと、しばしば主張しているからである。   

実は、全く正反対の主張こそ正しい。効用に基礎をおく判断は、ひと自らの評価になん

ら直接的な重要性をも認めずただ感情のみを考慮するのに対し、「潜在能力アプローチ」は、

ひとびとがそれら人生において達成したいものに関してひとが自ら下す（内省的・批判的

な）評価に基礎をおいているからである。  

ひとの潜在能力集合は
．．．．．．．

、ひとがそこから選択を行いうる機能の組合せの集合として形式

的に表現される。それは、ひとが
．．．

福祉を実現する自由度を表現するもの
．．．．．．．．．．．．．．．．．

に他ならない。も

し仮に、自由が手段としてのみ評価されるのであれば、潜在能力アプローチによる福祉の

評価は、その折々の潜在能力集合から選ばれた機能の組合せ、すなわちひとが実現する機
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能の組の評価となんら異ならないものになる。しかし、ひとの福祉にとって自由がなんら

かの内在的な価値をもつと考えられる場合には、潜在能力集合の評価はそこから選ばれた

要素の評価とは必ずしも一致しない。問題の本質は、手段としての役割を越えて、すなわ

ち自由がどのような実現形態をもつかを越えて、われわれが自由に価値を認めるか否かに

ある。  

すなわち、センによれば、「潜在能力アプローチ」とは人の機能の客観的特徴に注目し、

しかもそれらの機能を、感情にではなく評価に基づいて判断するものであり、また、ひと

びとがその人生において達成したいものに関してひとが自ら下す（内省的・批判的な）評

価に基礎をおいているのである。  

  すなわち、「潜在能力」は注（１）、（２）、（３）に表す諸財の有する特性を個々人の財（特

性）利用能力・資源で変換することによって達成される諸機能の選択可能集合であり、こ

れを基にした社会的行為が、個人の「福祉的自由」（well-being freedom）を表すものであ

ると理解することができる。ここにおける福祉的自由とは、選択することを外的に妨げら

れないのみならず、「選択の積極的能力」を意味する概念である。  

すなわち、潜在能力とは「人が善い生活や善い人生を生きるために、どのような状態に

ありたいのか、そしてどのような行動をとりたいのかを結びつけることから生じる機能の

集合」を意味する概念であり、より具体的には、「よい栄養状態にあること」「健康な状態

を保つこと」から「幸せであること」「自分を誇りに思うこと」「教養を身につけている」

「早死しない」「社会生活に参加できること」などを扱う。そしてセンは、「人前で恥ずか

しがらずに話しができること」「愛する人のそばにいられること」も潜在能力の機能に含め

ることができるとしている。これらを一言でいえば、それから得られる「
．．．．．．．．．．．．．．．．

人々の充足
．．．．．

」状
．．

態
．
であろう。  

そのような A・センの思想は 1990 年、国際連合開発計画における人間開発指数（HDI)

として採用され、その年次報告が 1993 年以降毎年発表されている他、経済指数としての

GDP に代わる指標として、日本政府も注目している。  

 

社会的選択理論の評価；  以上に紹介した社会合理的な各理論の特徴が、ゲーム理論か

ら出発したように、先ず個人の効用を中心におき、それと他者との良好な（均衡）関係が

いかに生じうるか論じているのだと考えられる。  

そこでは、社会の各構成員が利己的・個人主義的な存在と見たてている観点が強調され

ていて、それ自体欧米の文明的精神が骨格になっていると考えられる。  

しかし、それらの理論の始めとして、そもそも紛争、戦略ゲーム理論が発端であった影

響が残っているとものと考えることができるし、欧米諸国による現実の対テロ対策がその

ような意味でのゲーム理論としての枠組みから離れていない。他方、テロの温床が極貧か

ら生じているのであれば、それらの地域に十分な経済援助をすることで、地域住民自らに

よる、テロに対抗する内発的運動が期待されるであろう。人々が和平を希求する場合のゲ

ーム的選択にはなる。  

そのような従来の合理的選択理論が敷衍してきた、基数的な経済政策的アプローチを学

問上は、厚生主義と言い慣わされており、それと切り離されて A・センが切り開いた序数

的（数字で表現不可能な要素を取り入れた）選択理論分野を非厚生主義と呼ばれているこ
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とは、内容・表現上真逆であるように映る。  

A・センによるケイパビリティー理論の発想は、彼自ら「私のアプローチは、アリスト

テレス、A・スミス、マルクスによって先鞭をつけられた哲学的立場に深く根差している」

と言うよう程に総合知的である。（「福祉の経済学」 1988．岩波書店）  

それが基数的選択理論のドグマから離れた観点で論じられていることは誰しも気づくこ

とができる。その結果、知の総合と言える新分野を開拓した業績で、1998 年彼にノーベル

経済学賞が贈られている。彼の出身地インドは、長期なイギリスの植民地支配からの独立

後も、経済的な疲弊が長く継続し低迷しているからこそ、相互に助け合う精神が醸成され

る契機が生じた。それは、かつて日本の庶民が辿ってきた道でもあった。  

むろん、現在のインド経済は高度経済成長期にあり、事情は一変し、日本を含む欧米的

個人の選好や効用重視に向かうものとみられる。  

また、A・センのケイパビリティーの観点が、いかなる社会条件下であっても、厚生的

で均衡ある社会を想定しているのであり、さらに多方面から「（質の）よい社会」を成立さ

せるべき社会条件を検討する必要がある。それゆえ、ケーパビリティー理論が「よい社会」

を目標にしている限り、社会の「質」が「量」以上に優先させるべきであるが、その点を

A・センは明確に唱っていないことに疑問を抱かざるを得ない。  

 

社会の崩壊危機の起因     以上の社会形成要因の反対に、社会崩壊の原因に視点を移すな

ら、何が浮上してくるのであろうか？  

それは、筆者が提起した「自然法源」をもとに考える限り、社会からその形成要因であ

る共感が消えた場合であると言うことが出来る。それが消失する起因はやはり、社会を構

成するはずの個々人が、自己の選好と効用を主張することにあると考えられるのであり、

その延長線上には私利・私欲に絡められた社会、すなわち、社会の質として自然動物社会

以下の環境を創り出すことになる。それに、そのような傾向は、仮に国家の法律を改正し

ても抑制することは不可能である。なぜなら、腐った果実にどのような呪文をかけても蘇

ることは期待できないからである。わずかな可能性の一つは、内部からの蘇生に期待する

しかない。  

現代文明が抱えている最大の難問は、実はそこにあるように思われる。仮に国会図書館

に行かずしても、各図書館の図書分類の分類記号は、極めて煩雑を極めるほどに多岐に渡

る傾向を示している。そこに現代文明の複雑である構図例を認めることができるし、それ

は年々その度合いを増すことは必然である。それが示しているものは、我々が把握可能な

社会現象はごく一部であると言うことであり、その全体は、仮に、諸領域の一部であるに

しても、その把握が困難になっていると言う事実である。それは何を意味しているのであ

ろうか？  

少なくとも、その把握可能な範囲は個人が得意とする専門分野から観るしかないと言う

現実である。そしてそれは逆に、社会の崩壊を促す可能性を昂じせうると言うことに繋が

る。これを、異なる観点から米・フィナンシャルタイムズ編集局長の G・テット氏（1967

～）が（「サイロ・エフェクト」2016、文芸春秋社）として、組織論立場から提示してい

る。  

同氏が言うには、いかなる組織も巨大化すれば、組織は専門部署に分化し、それら諸部
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署同士の交流が少なくなり、孤立化する。その孤立化した個々の部署をサイロ（牧場にお

ける牧草や穀物の貯蔵庫）に例え、それら各サイロ間の情報の交流が乏しくなり、組織全

体のイノベーション能力を低下させるとし、ソニーのデジタル音楽プレーヤー部門がアッ

プルに大敗した例をもって証拠立てている。2016 年４月に日本のシャープが台湾資本に入

った事例もそのような起因から生じたと考えられている。  

テット氏が言う組織の細分化理論は、社会の複雑化により分化された各部門の情報が共

有され難くなり、社会としての統合性が損なわれる傾向は、人間社会における共感能力が

損なわれて、社会が疲弊・崩壊することと同相な現象である。そしてその傾向が、この充

分に複雑化した高度文明社会において生じつつあると言うことに、誰しも肯首せざるを得

ないであろう。その顕著な現れは、都市部ならず、多くのコミュニティー崩壊現象など、

身近に見ることができる。  

                

入射・反射による社会の厚生均衡度  改めて、先に筆者は社会形成のための自然法源と

して、自他間における共感・了承が必要であると述べた。その社会の最小単位では、自他

としての二者間での相互作用であり、現実の社会的現れは、図１のプロセスで構造化され

うると考えられる。それを前節で述べた日本における２つの事例を入射と反射概念を用い

て簡易に示している。すなわちそれは、社会が二者間関係①の他、第３の他者あるいは社  

会②を要することにある。  

 

                  第三者 or 

                              社会  ②  

              入射    反射   迂回    

                共感  

                    入射  

行為者 A   (共感 )       燐人 B                     

反射  

                           社会①  

 図１ . 厚生均衡社会成立の条件  

 

すなわち、同図において、行為者 A の利他的社会行為の影響が社会②に入射したとすれ

ば、その行為の結果が、直接社会②から A への反射（応答）される一方、社会②での評判

が B を迂回し、行為者 A に他者の意見も交えて反射して還元される、また、その逆の回路

を巡って重層的に反射する可能性もありうることを示している。それらの反射に対して、

行為者の前に A が期待するか否かに関わらず、  

そして、その程度の差があれども、社会的共感を増幅する現象が生じうる。  

それにより、A の充足感が増強されるばかりでなく、それによる①、②から成る、すな

わち広範な社会全体の共感と充足度を増し、そのような行為の循環がなされるなら、その

社会の厚生的な均衡が広範囲わたり、より厚生的（よい社会）に推移するに違いない。こ

の社会的状況は基本的に「自然法源」に沿った行為によるものであるが、それを超え、自

然動物のみならず、人類社会でも生じうることは明らかであろう。  
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その逆に、A の行為が理性によって駆動される権力的な意図を前提とするなら、社会的

な厚生均衡が損なわれるであろうことは容易に理解できるのである。  

さらに、図１で示した行為の入射と反射において、個々あるいは全体の対他的な共感度

が単に大きい程よいと言うことにならない。なぜなら、そのネットワークが疎な状態であ

る程エゴイステックな社会を創るし、その反対に強すぎる社会では、社会構成員同士の結

びつきが過渡に強化され、社会の権力的階位性を強めファシズム状態を創るばかりでなく、

隣接社会に対し排他的傾向を生じる。しかし、それにより社会の複雑性が抑制されること

はない。そして、その内部に孤立したサイロを生じる可能性があり、そこに集団極性化に

よる権力構造が生じ、その社会の厚生均衡度を低下させる可能性が生じる。  

それゆえ、両状態の中間的な共感を保持することが要求されるが、無論、共感度の社会

的に均一な状況を想像することはそもそも困難である。なぜなら、対他的な共感は心理学

的にも感情の変化の起伏過程に生じるものである限り、一個人の共感の度合いも時の経過

と共に可変的である。しかしながら、そのような動的な状況でこそ共感感情が交差しつつ、

社会全体に安定状態をもたらすことが重要であると考えられる。  

それは同時に、図１に見るように、それに関わる個々人が自らの存在そのものに充足感

の得られることは、経済的効用獲得以上に重要であると考えられる。それは前述のように、

経済的効用としての財の蓄積に比例して、「生の充足」を得られる保証のないことが証明さ

れているからである。  

そのような状況においてこそ、A・センが唱える潜在能力（この場合、特に共感能力）

が派生的に生じ、行為参加者全員の主観と客観的満足を両立させうる可能性に導くことに

なることを、信じることができるのである。  

 

アローの不可能性定理は覆るか    前述のアローの不可能性定理は、厳密な意味で「利害

が必ずしも調和せず、選好や能力においてまちまちな人々からなる社会で、それら総てを

満足させる民主的合意形成機構は、論理的に存在しないことを示していた。ただし、それ

を可能にする場合は、独裁者なる個人に、社会的決定権を委ねたときのみである」とする

ものであった。しかし、民主的合意機構を、その現状を各国にみても、民主的合意の機構

が異なるし、それによる社会の厚生レベルの異なることは、国連から発表される国別幸福

度調査や各種社会格差調査（ジニ係数など）結果その他に表れていると考えられる。ただ

し、図１に示す「三方よし」の志向傾向が社会文化的に根付くことがあれば、アローの不

可能性定理は覆されないにしても、社会がより高い厚生レベルに移行することは可能であ

ろうと考えられる。  

そのような社会を筆者は、厚生均衡を選択した「厚生均衡社会」と称し、一般的に言わ

れる法的結合を無視する無機（制度だけを重視する）的な「公共社会」観と区別したい。  

その意味するところは、社会構成員がそれぞれの立場で「生の充足（生きている実感）」

において均衡している状態を、理論的にも現実世界においても、それが社会的選択肢とし

て大きな価値を有することを表わしているからである。  

 

                          

 



 

総合知学会誌 Vol.2015/1 

 

125 

 

               ２．文化進化論の意味  

 

文化進化と文明の進歩  前章での論点は、厚生経済学における選択理論の発展形として、

A・センによるキャパビリティー理論を採用すべきであると考えたことにある。従来の厚

生経済学は個人の選好と効用を重視したゲーム理論の応用であり、アローの不可能性定理

からも、民主主議的合意を得ることの困難性が証明されたが、それを打開する可能性とし

て我々の潜在能力に注目した非厚生経済学と称するセンの理論は、その点で大きな可能性

を抱かせるものである。  

 それらを一言で述べるなら、厚生経済学は、理性的・文明的概念により形成されたのに

対し、非厚生経済学は無意識・潜在的な文化的要因を重視しようとする試みであり、両者

の指向性において異なるものであった。  

 

 ここで後者における問題となるのは、  

① 本質的な意味で、文化的思考要因としての潜在能力を、いかに明示的・合理的に政治・

経済・社会的概念として提示可能かが、問われること。  

② そのような潜在能力など文化的要因が理性的・文明的な合理性に対する優位性を、如

何にして示すことが可能か。  

などに対し説得力をもって示さなければならない。それが可能であれば、現状の学問世界

における文系学問軽視の傾向をも覆すことが出来るであろう。  

 少なくも、19 世紀中ごろまでの社会学者や文化人類学者の中に、文明の進歩は明らかで

あるにしても、文化の進歩の存在を信じる者は少なかった。  

 しかし、C・ダーウインの自然選択理論（いわゆる生物進化論）が人類の文明的進化論

と同一視できるか否かの疑問から派生し、人類の文化的進化の存在に関する議論が 19 世

紀中頃に生じた。  

 しかし、それが単なる推論に終始する間は、その存在は認められることはなく、何らか

の定量的（科学的）な証拠を探索する必要性があった。その結果、この 20 年ほどの間に、

それを証拠だてようとした論文や研究書が「文化進化論」他として出版されるに及び、人

類の文化的意味が見直されようとしている。  

 前述のように、従来、C・ダーウインによる生物進化論が今日、通俗的に考えられてい

る文明的な意味での社会的進化論に重なっている観があったが、実はダーウイン自身、「進

化」のかわりに「変化を伴う継承」なる言い方をしていた。それは、「進化」という言い方

をすることによる、目的論的な外部的意味合いに受け取られることを避けたかったためで

ある。  

 もし、目的論的意味での「進化」なら、それは理性的な意図のもとでの行為になるから、

生物一般に適用可能な概念にはならない。その場合、「進化」概念は特に人類の社会的行為

としての「文明的な進歩」にのみに限定して適用されるべきである。それは、前節で述べ

た経済学における合理的選択理論あるいは厚生経済理論一般が、個人の選好と効用を前提

に構築されたように、人間が利己的であることを前提とした理論であったことによる。  

 

文明進歩観の起源  今日の文明進歩観の起源としての社会進化論は、19 世紀の H・スペ
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ンサーに帰せられる。思想史的に見れば、目的論的自然観そのものは古代ギリシア以来近

代に至るまでヨーロッパには古くから見られる。しかしそこではまだ、人間社会が進化す

る、あるいは自然が変化するという発想はなかった。 しかしダーウィンの進化論に影響を

受けたスペンサーの時代にはそれまでの自然観が変わり始めていた。  

 スペンサーは進化を一から多への、単純から複雑への変化と考え、自然（宇宙、生物）

のみならず、人間の社会、文化、宗教をも貫く第一原理であると考えた。  

 そのような社会進化論としての、現代における文明の進歩観が、科学論理と技術的進展

に倣い、経済をはじめとする社会的進歩が永続するかの観念を人々に植え付けている。  

 社会進化論はスペンサーの自由主義的なものから変質し、さらに、適者生存・優勝劣敗

という発想から強者の論理となり、帝国主義国による侵略や植民地化を正当化する論理に

なったとされる。その一方で、共産主義もまた社会進化論のパラダイムに則っていた。  

 現に、カール・マルクスはダーウィンの進化論が唯物史観の着想に寄与したとして資本

論の第一巻を献本している。マルクスは、あくまで社会進化論が資本主義の存続を唱う点

と一線を画し、資本主義自体が淘汰されると説いた。  

 しかし、その観念はすでにダーウインの進化論から遠くかけ離れたものであり、根拠の

ない盲信と化している。  

 

２ -１ . 文化進化論が示すもの                  

 

文化の定量的解析  しかし、A・メスーディの定量的な人間文化の分析では、歴史的に

利己的なものを追求する集団の文化と比較し、実は、利他的なものを追求する集団文化が

勝ち残ってきたという自然動物一般に該当する結果が得られたことが示されている。ただ

し、本書ではその定量分析のプロセスの詳細は省かれている。（A・メスーディ「文化進化

論」NTT 出版、2016）注；メスーディは 1980 年生まれ、現在英エクセター大学生物科学

部准教授。  

 さて、ある現象が進化と言えるためには、一般に次の３つの条件が必要である。①変異

があること、②競合（争）があること、③世代を超えて継承されることである、と考えら

れている。  

 『文化進化論』は、文化の変異を進化論の用語で読み解くことを目指した最新の科学の

一つであり、文化について先の３条件を検討し、多くの現象が進化と言えるパターンを持

つことを示そうとする。  

 ここで言う文化は、個人の経験や遺伝的要因に並んで、人間行動を強く規定する。資源

分配の公平感、宗教、正義感など、人間が社会的に生きるため文化の影響を強く受けてい

ると言う。この 20 年間ほどで、進化を数理モデル化する手法や、進化過程を実験的に模

倣する手法が発展し、これらの手法により文化が伝達され蓄積される仕組みについて格段

に理解が進んできた。  

 例えば槍や矢に用いる尖頭器に関する石器の進化史を、その形態を手がかりに、系統学

的な方法を用いて再構成した試みがある他、単語に含まれる音韻の類似度を手がかりに、

言語の文化進化を辿たどろうとする研究がある。さらに、伝言ゲームを用い、進化の３条

件を織り込んだ実験により、言語の起源を探る研究も始まっている。  
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 それは、狩猟採集を糧とする古代では、社会が母系社会を形作る傾向にあったのであり、

そのような母系社会を維持している少数民族が、この地球上にいまだ広く分布している実

態がある。それら母系社会はその文化が母親を通して子供に、平和裏に、かつ、利他的に

受け継がれているのである。しかも、それは環境の変化に対する自らの「文化」がより安

定したものに変革しようとするため、小さな変革を絶えず内部的に繰り返すことにより、

内発的に成し遂げられたことになる。  

 なぜなら、文明的事象以上に、文化的に社会が安定化していることが、生の継続にとり

決定的に重要事項であるはずだからである。  

 実は、そのプロセスは自然における動物一般が、それぞれ固有に有する「文化」と相似

であることに気づかされるのである。  

 その反面、それ以降現代に繋がる、文明的な変化を求める傾向の父系的（強権構造）社

会では、利己的な意図のもとで権力的階位的社会を創り、それを要因とする、破壊と創造

を常に繰り返してきた、と言うことが出来る。それゆえ、そのような文明的創造物の価値

は不定となり、その前提が、前稿で述べた経済学におけるアローの不可能性定理が定律さ

せる要因である。  

 そのような文明社会は、常に破壊と再生を繰り返し、文化の面からみて極めて効率の悪

い社会を創ってきたことになる。そこに「進歩」や「進化」の名称を与えることは、適当

と言えないことになる。  

 したがって、厚生的な社会の創造と言う意味においては、改めて、A・センの非厚生経

済学が生じたことに新たな意味を見出すことが出来ることになる。  

 

生物進化における文化への影響    これは、ゲノム（遺伝子セット）の変異なしに、生物

の見た目や行動などの表現型の変化が表ずることを指し、エピジェネテクス革命として説

明しようとするものである。例えば、動物実験では、社会的な刺激によって脳の遺伝子の

読み出し方が変わり、その影響が数世代にわたることが分子レベルで示された。（N・キャ

リー「エピジェネテク革命」丸善出版、2015）  

 それは、観察した遺伝子の形質そのものが変わることなく、その表現型に変化が生じ、

しかもそれが遺伝するという事実は、観察装置の測定に掛からないほどのゲノム変化その

ものであったに違いない、と考えざるを得ない。しかも、それが文化として受け継がれた

事実は、そこに社会的生存優位な文化的ファクターが潜んでいると考えなければならない

ことになる。  

 遺伝学において近親結婚は、両親の血縁が近いため、その両者が共通の劣性遺伝子を持

っている可能性が高い場合、生まれてくる子供がより劣性な条件を有する可能性があり、

そのため、外婚制がとられている。したがって、日本を始め各国では法的に、近親者間の

婚姻に係る婚姻届は受理されない。  

 これは、人類史の過程での経験的に得た知恵が文化的に定着した一例であり、人類が生

き延びるための知恵である点で、文化的進化を表わしている。  

 これは、遺伝子工学的な「遺伝子浮動」理論で説明される。それは、仮にある生物種が

数種類の異なる遺伝子を有する場合、この生物種の個体数と世代を重ねた結果の遺伝子の

各割合が変化することを指し、ダーウインの自然選択理論とその意味内容が異なる。  
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 具体的に言うなら、種社会の個体数が多い程、初期における種の遺伝子割合は世代を重

ねても変化が小さいが、個体数が少ない程その変化割合が極端に変化する傾向を示すこと

を言う。  

 したがって、人類社会における外婚制は、種内の遺伝子割合が極端な傾向になることを

避け、長期な社会的安定が望める、経験的に文化的劣化を防止する手段であると理解でき

る。  

 その反対に、優生学的な意味での理性的婚姻関係は、突出した能力を有する者を排出す

る可能性があるが、反対に、後述のように社会的崩壊の原因を創る危険性を孕む。  

 

２ -２．遺伝子浮動と厚生均衡社会  

 

 前節で示された文化進化論の意味の重要な点は、社会が安定に維持される最大の要件は、

それへの優性化要因が社会構成員の無意識下に文化的に蓄積され潜在していると言うこと

を指している。それは、明らかに社会的文明事象でなく、社会が厚生的で均衡を目指すと

ころの文化事象であることを意味している。  

 そのように考えるならば、ダーウインの進化論としての自然選択説は、すべての生物は

変異を持ち、変異のうちの一部は親から子へ伝えられ、その変異の中には生存と繁殖に有

利さをもたらす物があると考えた。  

 そして、それら諸々の経験が生存維持のための行為が、自然選択の枠内で種としての文

化的進化を促したのであり、それは人類に限らず総ての生物種において、それぞれが固有

の文化形態を有することになった、という言説は説得力を有するであろう。  

  

利他的行為が種社会の安定をもたらす    前章において筆者は、社会の厚生的な均衡を保

つためには、２者間的な社会のみでは安定維持が困難であり、第３者としての社会的存在

を要することを図１に示した。  

  図の意味するところは、当該社会的が厚生的である条件は、第三者あるいは、外部社会

間と共感にもとづく利他的な関係を結ばなければならない。かつ、その関係は強すぎず、

かつ弱すぎないことが、社会的な厚生状態が均衡を保つ条件であるとした。  

 したがって、自然な生物社会では、そのように微妙な条件下で生息していることになる。  

 ところで、自然選択による「文化的進化」論の外で、数種類の遺伝を有する社会がそれ

と情報伝達関係にある外部社会との関係プロセスにおいて、世代の経過と共に遺伝子割合

がいかに変化するかについてシュミレーション解析をする学問領域が 20 世紀後半に「遺

伝子浮動」理論として生じた。（J.F.クロー「遺伝学概論」培風館、1991. 注；クローは

ウエルス学博士、インペリアル・カレッジ・ロンドン客員教授）  

 その解析結果は、以下のようである。  

①集団（社会）の個体数が多い程文化のバリエーションは豊かになる。  

②集団（社会）間の情報伝達が多くなれば、集団内
．
の多様性は増加し、かつ、集団間

．
の多

様性は低下する。  

③反対に、集団間の情報伝達が減少すれば、集団内は均質化し、集団間の多様性は増加す

る。  
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 以上は、集団内多様性と集団間の多様性は反比例する関係が予測されることになる。  

 以上の予測は、社会（集団）の厚生的均衡の観点からみる限り、①、②の状況が適正で

あることが理解できるのであり、かつ、改めて、図１で説明した社会的関係性のうえでそ

の性向が一致することになる。  

 そして、そのような社会状況は、本章１節で示した「文化進化論」とも通約な関係にあ

り、図１に示すところの関係性からは、同種内での異なる社会との相互作用（情報伝達）

が、必然として利他的に行われる必要のあることが容易に理解されるのである。  

 それはすなわち、生物の同種内社会が、原則として厚生的で均衡を保っている必要があ

り、それ以外の選択肢のないことが明らかである。そして、それは、弱肉強食の自然界で

自らの文化を守る知恵であったとも考えられる。  

 

２ -３．文化的進化に対する攪乱要因     

 

 以上にみた自然選択的である「文化的進化」理論と、遺伝子のシュミレーション解析に

よる「遺伝子浮動」理論にみるように、自然界の生物がその生を依存しているであろうこ

とは、現在の学問レベルからは正当である  

 そして、その相関性が利他的な関係になければならないとしても、人類社会のみは、明

らかにそのような枠組みの他に、他の原理を併用して社会を構築している。それを、極め

て単純化して考えるなら図２のような模式的に説明できる。これを、筆者の（総合知学会

資料「自然法源の実存性」2015.9）、（同「民主主義の解釈学」2015.12）、（同「社会形成

の自然合理と人間合理」2015.2）、（同「厚生均衡社会（１）」2016.4）を総合すると、以

下のようになる。  

 先述のように、人類の歴史は明らかに、理性による文明的社会構造を個人の内に占める

心理的領域を拡大する傾向にある。図２は、文明化前後における両社会の相対的心理領域

割合を、未文明期と文明後の状況を相対的に説明する図式である。  

 

                 （文化の進化 A）  

                                          文明の進歩 B     

                   歴史の経過  

                         

                                                                             

                                  は自然法源  

       （a）未文明社会            （b）文明社会  

       図２ . 文明前後における両社会の相対的心理的領域割合  

 

 ここで問題となるのは、一般に文明発生の前提は食糧生産の開始と都市の発生にあるが、

農耕による余剰農作物の生産がなければならない。世界史的にその地は、1 万１千年前の

オリエントの三日月地帯とされるが、むろん、その開始時期は世界の文明発生地で大きな

相違を生じる。  
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 図２における（a）、（b）とも社会形成の中核である自然法源が社会の中心にある。同（a）

では、その自然法源と密接な関係として文化的進化が行われ、自然生物と同様な社会形態

にあった。しかし、文明化後の同（ｂ）では、（a）を取り囲むようにその内容として多様

な文明様式が形成された。  

 

 本来、その文明様式は文化を補強するべく文化に融合すべきであったが、とくに現代文

明においては、人類の生を危うくするかの存在として、それ自体自己増殖化している、と

観ることが出来る。  

 その最大の要因は、その社会集団が既存の文化あるいは文化的進化が無意識的形態を有

するゆえに、等閑視する傾向があるのみならず、生の中心であるはずの文化を、理性的で

ある都市化的文明化が蝕む可能性が大きいのであり、そのため社会が自己崩壊の危機的状

況に向かっていると言うことにある。  

 それはとりもなおさず、社会が文明進歩に比重を置きすぎていることにあり、その文明

化により未来に功・罪両側面が生じうるとすれば、その罪の部分に対する対策を倫理的な

面から予測と対策を施す必要があった。  

 しかし、これまでの文明化の歴史を振り返ってみても、知る限り、そのような予測をし

つつ文明化を進めてきたなどとは言えず、その結果の罪の部分に対し、想定外の事象であ

ったと言う言い訳をして、その責任をとらないことは、世代間倫理に反することになる。  

そして、そのような事態が世代を超えて行為の累積結果が、先述のように、取り返しの

つかない事態を招くことになるのは必然的であり、そこに人類の知恵としての厚生的効用

が不足していることになる。  

 再度、図２a を見るなら、自然動物と共に、人類の未文明社会は社会形成の無意識的核

心である「自然法源」を基底にゆるい文化的進化をするかぎり、各種社会における構成員

のそれぞれは、それぞれの立場における社会的厚生状態に大きな差が生じようがなく、そ

れによる生の充足の度合いは均衡していた、すなわち、厚生均衡社会を構成していたと考

えることが出来る。  

一方、図２b の文明社会では、その文明プロセスで社会構成員個々人が選好と効用を重ん

じる限り、文明の在り方は自然法源とそれによる文化進化とは親和性が弱くならざるを得

ないのであり、そのような社会は明示的な文明現象の下で、自然法源の影響がマスキング

される傾向を有することになる。  

そのような文明の嵐を前に、社会が厚生的であり続ける礎としての「文化」の骨格が絶え

ず揺れ続け、等閑視されることは、相対的に、文明事象が文化事象に対し攪乱要因になっ

ていることを現している。  

 それゆえ、人類の潜在意識や理性が再び利他的な指向性を獲得しうるか否かは、人類社

会の質的低下の抑制のみならず、人類の崩壊を避けうるか否かの選択にも繋がるように思

われる。この場合は無論「自然法源」に沿った利他的選択を要することになる。  

 その危機に対する実効的防御法は現在のところ見当たらないが、少なくとも、経済的意

味での社会的合理的選択理論として、A・センのケーパビリティー理論が目指す指向性に

沿った新たな社会的選択目標に沿って、今日の文明状況を再検討する必要があろう。  
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  あとがき  

 

本稿では、筆者が提唱した「自然法源」概念を背景とした、安定化社会の形成条件の一

部を検討したことになる。  

 したがって、そのように比較的安定した社会は、自然法源に沿って生きざるをえない自

然の各種生物社会に範例をとることができるのである。その原初的理由が、自然界の生物

がダーウインが言うように弱肉強食の食物連鎖による厳しい世界に投げ込まれているゆえ

に、少なくとも、個々の生物は自らの社会では相互に結束し、安定した生を営まねばなら

ない要請があるからであろう。  

 他方、理性の駆使により、食物連鎖の頂点に立ったかの人類は必然的に、人類同士の競

争を始め、自らの種の存立さえも危うくさせる矛盾に向き合っているが、誰しもそれに気

づかないかのように、平和への策を弄し続けている . 

 それゆえ、そのような人類を自然生物社会に近づけるための「真の民主主義の実現」の

方策など、にわかに考えつくなどは困難である。  

 そのため、本稿における人間の文明的存在の認識の下で、いかなる望ましい社会があり

うるかを探索し、検討することにより、何らかのヒントが生じうる可能性がある。その手

掛かりとする社会は、江戸期の庶民社会があり、西洋には北欧諸国とオランダ、ドイツ、

スイス、そして貧しいが比較的安定した社会を創っている母系的少数民族を探索する必要

があろう。それらに関する検討から、現実的で望ましい社会像が浮びあがる可能性に期待

したい。  
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